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第１章 計画の策定にあたって 

 

１ 計画策定の経緯 

○国の少子化対策と子ども・子育て支援に関する取組 

わが国の少子化問題は、平成２年の合計特殊出生率が 1.57（1.57 ショック）を記録したこ

とを契機に、少子化が社会全体の深刻な問題として認識され始めたことに端を発します。 

その後、平成６年の「今後の子育て支援のための施策の基本的方向について」（エンゼルプ

ラン）をはじめ、平成 11 年には中長期的に進めるべき総合的な少子化対策の指針として「少

子化対策推進基本方針」を策定し、以後、「新エンゼルプラン」、「仕事と子育ての両立支援策

の方針について（平成 13 年７月閣議決定）」に基づく「待機児童ゼロ作戦」等により、子育て

と仕事の両立支援を中心として、子どもを生みたい人が生み育てやすいようにするための環境

整備に力点を置いて、様々な対策が講じられてきました。 

さらに平成 15 年７月には、急速な少子化の進行が今後のわが国の社会経済全体に極めて深

刻な影響を与えるものであることから、少子化の流れを変えるため、改めて政府・地方公共団

体・企業等が一体となって、従来の取組に加え、もう一段の対策を推進することが必要である

との認識の下「次世代育成支援対策推進法」が制定されました。この法律により、次世代を担

う子どもを育成する家庭を社会全体で支援する観点から、男性を含めた働き方の見直し、仕事

と子育ての両立の推進、保育サービスの充実、子育てを支援する生活環境の整備など地方公共

団体及び企業における平成 17 年４月から平成 27 年３月までの 10 年間の集中的・計画的な取

組を推進するための行動計画の策定が義務づけられました。 

しかしながら、平成 17 年には初めて総人口が減少に転じ、出生数は 106 万人、合計特殊出

生率は 1.26 の過去最低を記録するなど、少子化の進行に歯止めはかからず、従来の対策のみ

では少子化の流れを変えることはできなかったことを深刻に受け止めた上で、少子化対策の抜

本的な拡充、強化、転換を図る必要性が生じました。国は平成 18 年６月、少子化社会対策会

議で決定した「新しい少子化対策について」を踏まえ、出産費用の負担軽減や子育て家庭への

支援と地域の子育てサービスの充実など新たな少子化対策を打ち出しました。 

さらに、平成 19年 12 月には、結婚や出産・子育てに関する国民の希望を実現するために何

が必要であるかに焦点を当て、「働き方の見直しによる仕事と生活の調和（ワーク･ライフ･バ

ランス）の実現」とその社会的基盤となる「包括的な次世代育成支援の枠組みの構築」の２点

を「車の両輪」として進めていく必要があるとする「子どもと家族を応援する日本」重点戦略

がとりまとめられました。 

このように「1.57 ショック」以後、国は少子化対策としてさまざまな計画の策定や対策を講

じてきましたが、状況が好転するような兆しは見られず、目に見える成果を上げられなかった

のが実情です。そこで国は、子どもが主人公（チルドレン・ファースト）、少子化対策から子

ども・子育て支援への転換、仕事と生活の両方を調和という視点で、子どもと子育てを応援す

る社会をめざす「子ども・子育てビジョン（平成 22 年１月閣議決定）」を策定するとともに、

「子ども・子育て新システム検討会議」を設置し、幼保一体化を含む新たな次世代育成支援の

ための包括的・一元的なシステムの検討を始めました。 



 

中央区 子ども・子育て支援事業計画 
2 

その結果、核家族化の進行、待機児童問題、就労環境の変化等、子どもと家庭を取り巻く環

境は依然として厳しく、これからの日本には、子どもを産み、育てやすい社会にしていくため

に、国や地域を挙げて、子どもや子育て家庭を支援する新しい支え合いの仕組みを構築するこ

とが必要であるとの結論に至りました。 

こうした状況を受け、平成 24 年８月に、質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供、

保育の量的拡大及び確保、地域における子ども・子育て支援の充実等を図るため、「子ども・

子育て支援法」が制定されるとともに、「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律の一部を改正する法律（認定こども園法の一部改正法）」、「子ども・子

育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一

部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（整備法）」が制定されました。

以上の「子ども・子育て関連３法」に基づき、平成 27 年４月より「子ども・子育て支援新制

度」が実施されることとなりました。 

加えて、平成 26 年４月には「次世代育成支援対策推進法」の有効期間が 10 年間延長され、

地方公共団体及び企業における子育て環境の整備の取組および行動計画の策定を継続してい

くことが規定づけられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども・子育て支援新制度における「子育てをめぐる現状と課題」 

●急速な少子化の進行 
●結婚・出産・子育ての希望がかなわない現状 
・独身男女の約９割が結婚意志を持っており、希

望子ども数も２人以上 
・家族、地域、雇用など子ども・子育てを取り巻

く環境が変化 
●子ども・子育て支援が量・質ともに不足 
・家族関係社会支出の対ＧＤＰ比の低さ 
●子育ての孤立感と負担感の増加 
●深刻な待機児童問題 
●放課後児童クラブの不足「小１の壁」 
●Ｍ字カーブ（30歳代で低い女性の労働力率） 
●子ども・子育て支援の制度・財源の縦割り 
●地域の実情に応じた提供対策が不十分 

質の高い幼児期の学校教育、保育の

総合的な提供 

保育の量的拡大・確保 

 ・待機児童の解消 

 ・地域の保育を支援 

地域の子ども・子育て支援の充実 
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○中央区における取組 

中央区においては、昭和 30 年代以降、高度成長に伴う業務機能の一極集中や核家族化が進

行し、都心から郊外への人口流出などが要因で、毎年2,000人を超えるペースで人口が減少し、

学校の統廃合や伝統あるコミュニティの崩壊を招きかねない事態となりました。 

そこで、昭和 63 年１月に「都心に人が住めるようにしよう」を合言葉に、「定住人口回復対

策本部」を設置し、区役所内はもとより、区議会、区民と一体となって人口回復に向け、「遠・

高・狭」を打開すべく総合的な取組を推進してきました。若年者や子育て世帯を対象とした住

宅施策の展開、区立認可保育所の新設･改築や私立認可保育所等の運営支援など保育環境を充

実させるとともに、一時預かり保育や病児・病後児保育など、多様な子育て支援事業を実施し

てきました。 

その結果、平成９年の 71,806 人を底として、平成 26 年では 1.7倍の 129,349 人となり、着

実に子育て世代の転入が増え、同時に出生数、子どもの数も増えました。合計特殊出生率は平

成 19 年に 1.0 台を回復して以降増加し、平成 25 年には 1.29 となるとともに、出生数は平成

22 年から３年連続で出生数が 1,400 人を超え、平成 25 年には 1,694 人、平成 26 年度は９月末

で 1,347 人に達し、この 10 年間で乳幼児人口が約２倍に増えました。 

本区においては、平成 17 年３月に策定した保健医療福祉分野の総合計画である「第二次中

央区保健医療福祉計画」のなかに「次世代育成支援行動計画」を取り込み、総合的な子育て支

援策を展開してきました。さらに乳幼児人口の増加等を受け、保育ニーズの高まりに対応すべ

く保育所待機児童ゼロをはじめとした子育て支援に全庁を挙げて取り組み「子育てナンバーワ

ン」を実現するため、平成 21年８月に子育て支援対策本部を設置しました。 

このような計画的な事業実施や子育て支援対策の体制強化のもと、仕事と子育てを両立でき

る保育環境の整備として、平成 15 年には 13 園（定員 1,276 名）であった認可保育所を平成 26

年では 29 園（定員 2,674 名）に増設し、1,398 名の定員拡大を図りました。また、多様な就労

形態に対応するため、ゼロ歳児の保育時間拡大や午後７時半まで預かる延長保育の区立保育園

全園での実施、さらには急な残業等に柔軟に対応できるよう１日単位で延長保育が利用できる

「スポット利用制度」を実施するとともに、午後 10 時までのスポット夜間保育を区立京橋こ

ども園で初めて実施するなど、様々な保育サービスの充実を図ってきました。 

また、地域における子育て支援事業として、地域の身近な場所で利用できるよう子育て交流

サロン「あかちゃん天国」を増設したほか、小学校就学後の放課後や夏休みなど保護者の就労

などにより家庭で適切な保護育成が受けられない児童を預かる「学童クラブ」を区内全児童館

で実施してきました。 

このように、多様な子育て支援策の拡充を進めてきましたが、引き続き乳幼児人口の増加に

伴う保育ニーズの高まりへの対応や、核家族化や地域のつながりの希薄化によって子育て家庭

の育児不安や孤立化を解消する必要がある等、様々な課題に対応が求められています。今後と

も安心して子どもを産み育てていける環境づくり、都心中央区にふさわしい子育て支援策のさ

らなる拡充が必要とされています。平成 27 年４月の子ども・子育て支援新制度実施に向け、

幼児期の教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保及び円滑な実施を総合

的かつ計画的に行うため、子ども・子育て支援施策を中心に、母子保健、教育、ワーク･ライ

フ･バランス等の取組を総合的に推進する「中央区子ども子育て支援事業計画」を策定します。 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、「子ども・子育て支援法」第 61条の規定に基づき策定する「市町村子ども・子育

て支援事業計画」です。 

また、「次世代育成支援対策推進法」が 10 年間延長されたことから、同法第８条の規定に基

づく「市町村行動計画」にも位置づけ、これまでの次世代育成支援行動計画を引き継ぐものと

して、次世代育成支援行動計画と一体的に策定します。 

また、本計画は、保健・医療・福祉の総合計画である「中央区保健医療福祉計画」の個別計

画であり、上位計画である「中央区基本計画 2013」をはじめ、関連する区の計画等との整合性

を図りつつ策定しています。 

 

 

子ども・子育て支援法（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第六十一条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子

育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以

下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。 

 

 

次世代育成支援対策推進法（市町村行動計画）  

第八条 市町村は、行動計画策定指針に即して、五年ごとに、当該市町村の事務及び事業に関

し、五年を一期として、地域における子育ての支援、母性並びに乳児及び幼児の健康の確保

及び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備、子どもを育成する家庭に

適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生活と家庭生活との両立の推進その他の

次世代育成支援対策の実施に関する計画（以下「市町村行動計画」という。）を策定するも

のとする。  
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３ 計画の期間 

本計画は、平成 27 年度を初年度とし、平成 31年度までの５年間を計画期間とします。 

平成 17～26 年度 27 年度 28年度 29年度 30年度 31 年度 32 年度～ 

①次世代育成支援行動計画 

 
      

②子ども・子育て支援事業計画       

 

４ 計画の策定体制（中央区子ども・子育て会議の設置） 

「子ども・子育て支援法」第 77 条第１項の規定に基づき、教育・保育施設や、地域型保育

事業の利用定員を定める際や、市町村計画、都道府県計画を策定・変更する際の合議を行う機

関の設置が努力義務として規定されました。 

本区においても、本計画の策定にあたり子育て当事者等の意見を反映するため、公募による

区民代表や子育て支援事業者、学識経験者などの以下の構成員からなる「中央区子ども・子育

て会議」を平成 25 年７月に設置のうえ、平成 25 年８月に第１回会議を開催し、区長より調査

審議の依頼を受けました。これまで７回「中央区子ども・子育て会議」を開催し、ここでの審

議内容を踏まえ、本計画を策定しています。 

 

子ども・子育て支援法（市町村等における合議制の機関） 

第七十七条 市町村は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議

会その他の合議制の機関を置くよう努めるものとする。 

一 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し、第三十一条第二項に規定する事項を処理

すること。 

二 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し、第四十三条第三項に規定する事項を処理

すること。 

三 市町村子ども・子育て支援事業計画に関し、第六十一条第七項に規定する事項を処理す

ること。 

四 当該市町村における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し

必要な事項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。 

　 会長　　　　　　　　　　　　　　     学識経験者   １人

    会長職務代理者 　　〃　　　　　　　　　　　　　　   １人

　  医療関係者 各医師会代表   ２人

    子育て支援事業者 私立保育所等運営主体代表   １人

　 子育て支援事業従事者　  保育園長(区立・私立)・幼稚園長・小学校長　　　　　   ４人

    子育て当事者（区民公募）　　　 保護者又は子育てに関心を持つ者   ３人

    団体関係者　　　　　　　　　　   ３人

〃 子育て支援関係団体等代表 　   １人

    区職員　　　　　   ３人

        計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   １９人

民生・児童委員協議会各地域代表

福祉保健部長・教育委員会事務局次長・保健所長　

 

 

前期・後期計画 

計画期間  ①と②を一体的に推進 

①と②を 
一体的に策定 中間年に

おける 
見直し 
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５ 調査の実施 

本計画の策定にあたり、幼児期の学校教育及び保育の施設、地域の子ども・子育て支援事業

等の「需要見込み量」の設定に必要な現在のサービスの利用状況及び今後の利用希望（潜在的

ニーズ）等を把握するため、平成 25年 10 月に「中央区子ども・子育て支援新制度における利

用希望把握調査」（以下「ニーズ調査」という。）及び「中央区ひとり親家庭実態調査」を実施

しました。調査結果について集計・分析を行い、平成 26 年３月に「中央区子ども・子育て支

援新制度における利用希望把握調査報告書」「中央区ひとり親家庭実態調査報告書」としてま

とめました。 

■調査方法 

 

■回収結果 

 

 

  

調査種別 対象者 抽出方法 実施方法

就学前児童（０～５歳）の保護者

小学校児童（小１～小６）の保護者 郵送による
配布・回収

利用希望把握調査
（ニーズ調査）

住民基本台帳より計画３地域、年
齢、男女比を均等に無作為抽出

悉皆（ただし、ニーズ調査の対象
者として抽出された者を除く）

児童育成手当（育成手当）受給者ひとり親家庭実態調査

調査種別 対象者 配布数 回収数 有効回収率

就学前児童（０～５歳）の保護者 2,520 1,634 64.8%

小学校児童（小１～小６）の保護者 1,512 856 56.6%

712 386 54.2%

利用希望把握調査
（ニーズ調査）

ひとり親家庭実態調査 児童育成手当（育成手当）受給者
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第２章 計画の基本的な考え方 

 

１ 子ども・子育て支援法の目的・基本理念 

子どもは社会の希望、未来を作る力であり、安心して子どもを生み、育てることのできる社

会の実現は社会全体で取り組まなければならない最重要課題の一つです。 

子どもは、親、保護者が育むことが基本ですが、現在、子どもや子育てをめぐる環境の現実

は厳しく、近年の家族構成の変化や地域のつながりの希薄化によって、子育てに不安や孤立感

を感じる家庭は少なくありません。また、待機児童の解消が喫緊の課題となっていることや、

本格的な人口減少社会が到来し、子どもを生み、育てたいという個人の希望がかなうようにす

るためのサポートが強く求められていることからも、国や地域を挙げて、社会全体で子ども・

子育てを支援する、新しい支え合いの仕組みを構築するということが社会の役割となっていま

す。 

また、幼児期の教育及び保育が生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであるため、

地域における創意工夫を生かしつつ、就学前の子どもに対する教育・保育や、保護者に対する

子育て支援の総合的な提供を推進する必要があります。 

このような背景を受け、平成 24年８月に「子ども・子育て関連３法」が制定され、幼稚園、

保育所、認定こども園を通じた共通の給付（施設型給付）及び小規模保育事業等への給付（地

域型保育給付）の創設等を行い、質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供、保育の量

的拡大・確保、地域の子ども・子育て支援の充実を目指すこととなりました。 

その中でも特に本計画の根拠となるべき子ども・子育て支援法(平成 24 年法律第 65 号）の

目的および基本理念については、以下のように定められています。 

 

子ども・子育て支援法 

（目的） 

第一条 この法律は、我が国における急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の

変化に鑑み、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）その他の子どもに関する法律によ

る施策と相まって、子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子どもを養育している者に必

要な支援を行い、もって一人一人の子どもが健やかに成長することができる社会の実現に寄与

することを目的とする。 

 

（基本理念） 

第二条 子ども・子育て支援は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有する

という基本的認識の下に、家庭、学校、地域、職域その他の社会のあらゆる分野における全て

の構成員が、各々の役割を果たすとともに、相互に協力して行われなければならない。  

２ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての子どもが健

やかに成長するように支援するものであって、良質かつ適切なものでなければならない。 

３ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援は、地域の実情に応じて、総合的かつ

効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。  
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２ 子ども・子育て支援法に基づく基本指針 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに子ども・子育て支援給

付及び地域子ども・子育て支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平成 26 年

内閣府告示第 159 号）において、子ども・子育て支援の意義について以下のように示されてい

ます。 

 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針より抜粋 

 

「第一 子ども・子育て支援の意義に関する事項」より 

◇ 子ども・子育て支援については、「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指すとの考

えを基本に、子どもの視点に立ち、子どもの生存と発達が保障されるよう、良質かつ適切な

内容及び水準のものとすることが必要である。   

◇ 子どもの健やかな育ちと子育てを支えることは、一人一人の子どもや保護者の幸せにつなが

ることはもとより、将来の我が国の担い手の育成の基礎をなす重要な未来への投資であり、

社会全体で取り組むべき最重要課題の一つである。 

◇ 親自身は、周囲の様々な支援を受けながら、実際に子育てを経験することを通じて、親とし

て成長していくものであり、全ての子育て家庭を対象に、こうしたいわゆる「親育ち」の過

程を支援していくことが必要とされている。 

「第一 子ども・子育て支援の意義に関する事項 

一 子どもの育ち及び子育てをめぐる環境」より 

◇ 子どもが安心して育まれるとともに、子ども同士が集団の中で育ち合うことができるよう、

また、家庭における子育ての負担や不安、孤立感を和らげ、男女共に保護者がしっかりと子

どもと向き合い、喜びを感じながら子育てができるよう、子どもの育ちと子育てを、行政や

地域社会を始め社会全体で支援していくことが必要である。こうした取組を通じて、全ての

子どもの健やかな育ちを実現する必要がある。 

「第一 子ども・子育て支援の意義に関する事項 

二 子どもの育ちに関する理念」より 

◇ 乳児期におけるしっかりとした愛着形成を基礎とした情緒の安定や他者への信頼感の醸成、

幼児期における他者との関わりや基本的な生きる力の獲得及び学童期における心身の健全な

発達を通じて、一人一人がかけがえのない個性ある存在として認められるとともに、自己肯

定感をもって育まれることが可能となる環境を整備することが、社会全体の責任である。 

「第一 子ども・子育て支援の意義に関する事項 

 三 子育てに関する理念と子ども・子育て支援の意義」より 

◇ 子ども・子育て支援とは、保護者の育児を肩代わりするものではなく、保護者が子育てにつ

いての責任を果たすことや、子育ての権利を享受することが可能となるよう、地域や社会が

保護者に寄り添い、子育てに対する負担や不安、孤立感を和らげることを通じて、保護者が

自己肯定感を持ちながら子どもと向き合える環境を整え、親としての成長を支援し、子育て

や子どもの成長に喜びや生きがいを感じることができるような支援をしていくことである。
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３ 中央区における子育て支援についての基本的な考え方 

子育て支援法、同法に基づく基本指針、中央区基本計画 2013、第三次中央区保健医療福祉計

画の考え方を踏まえ、中央区における子育て支援についての基本的な考え方を以下のとおりと

します。 

 

 

誰もが安心して子どもを産み、喜びを持って育てることができる子育て・教育のまちの実

現(10 年後の中央区<５つの柱>より） 

 

 

○ 子どもは、次代を担う地域の「宝」であり、子どもたちが健やかに育ち、豊かな心を育

み、元気に明るく輝いていける地域社会の実現が求められている。 

○ 次代を担う子どもたちが、豊かな心で、元気に明るく輝いていくためには、保護者の子

どもを育てていく力、すなわち「親力」が重要であり、その強化のための子育て家庭への

支援が必要である。 

 

 

 

 

子どもの成長においては、乳児期におけるしっかりとした愛着形成を基礎とした情緒の

安定や他者への信頼感の醸成、幼児期における子ども同士の関わりや基本的な生きる力の

獲得、学童期における心身の健全な発達を通じて、一人一人がかけがえのない個性ある存

在として認められることが必要です。このような子どもが自己肯定感をもって育まれる環

境の整備を進めていくことが重要です。 

 

すべての子どもの健やかな育ちと発達が保障される、「子どもの最善の利益」が実現さ

れる社会を目指します。そのためには乳児、幼児、学齢期などの特性を踏まえて、発達段

階に応じた質の高い教育・保育や適切な子育て支援が提供されることが必要です。 

また、子どもは次代を担う地域の宝であり、子育て支援は未来への投資として社会全体

で取り組むべき重要な課題です。 

 

家庭は子どもの成長における出発点です。しかしながら、現在、子どもや子育てをめぐ

る環境の現実は厳しく、近年の核家族化の進行や地域のつながりの希薄化によって、子育

てに不安や孤立感を感じる家庭は少なくありません。子育てに対する負担や不安を和らげ

ることを通じて、親、保護者において子育てに喜びや幸せを感じながら、子育てを経験す

ることを通じて保護者自身も親として成長する「親育ち」を感じられるような温かな家庭

がつくられることが大切です。 

 

子育ち 

子育て 

親育ち 

中央区基本計画２０１３ 

第３次中央区保健医療福祉計画 

子育ち、子育て、親育ちの観点からの基本的考え方 
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４ 計画の基本理念 

子育て支援についての基本的な考え方を基に、基本理念を以下のように設定します。 

 

 

 

５ 計画の方向性 

計画の理念を実現するために、次の３つを計画の方向性として、子育て支援施策を展開しま

す。 

 

すべての子どもの健やかな育ちを支援します 

子どもの人権を尊重しながら、個々の成長を支え、豊かな人間性が育まれるよう、妊

娠・出産期から切れ目のない心身の健やかな成長の支援を通じて、すべての子どもがい

きいきと輝く育ちの支援施策を推進します。 

 

 

すべての家庭の子育て支援を充実します 

子育ての基礎となるすべての家庭を支えるため、幼児期の教育・保育の量・質の向上、

身近な地域で多様な子育て支援が受けられる環境づくりを進めていきます。また、障害

や虐待など社会的な支援の必要性が高い子どもやその家族を含め、子どもや子育て家庭

の置かれた状況や地域の実情を踏まえ、一人一人の子どもの安全と発達が保障されるよ

う、総合的な施策を進めていきます。 

 

 

地域の中で、家庭の子育て力を高めていけるよう応援します 

学校や地域、企業、行政等のさまざまな立場の者が、社会の一員として共に子どもの

健やかな成長を応援するという意識のもと、地域や社会が子育て家庭に寄り添い、家庭

の子育て力を高めていけるよう応援し、保護者が子どもと向き合える環境づくりを推進

します。 

 

 

方向性 

Ⅰ 

方向性 

Ⅱ 

方向性 

Ⅲ 
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６ 施策の方向性及び体系 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
  
 
 
 
 
  
 
 
 
 
  
  
 

●…「子ども・子育て支援法に基づく基本指針」において計画の基本的記載事項として規定されている事業 

◎…「子ども・子育て支援法に基づく基本指針」において計画の任意記載事項として規定されている事業 

○…●◎以外で、第三次保健医療福祉計画から引き継ぐ事業または新規掲載事業 

方向性Ⅰ 

方向性Ⅱ 

方向性Ⅲ 

基本理念 方向性 

すべての子どもの 

健やかな育ちを 

支援します 

子
ど
も
の
最
善
の
利
益
が
尊
重
さ
れ
、
子
育
て
に
喜
び
や
生
き
が
い
を
感
じ
る
こ
と
が
で
き
、 

地
域
で
安
心
し
て
子
育
ち
・
子
育
て
が
で
き
る
環
境
が
整
備
さ
れ
た
、
子
ど
も
も
親
も
輝
く
社
会
の
実
現 

地域の中で、 

家庭の子育て力を 

高めていけるよう 

応援します  

すべての家庭の 

子育て支援を 

充実します 

地域における家庭教育の推進 

相談支援体制の整備 

幼児期の教育・保育環境の整備 

多様な子育て支援サービスの提供 

専門的知識・技術を要する支援 

子育て世帯への経済的支援 

母と子の心身の健康づくり 

地域における子どもの育ちの 

支援と放課後対策 

地域・社会全体で子育てを推進 

生きる力を育む教育体制の推進 

○母子保健教育（プレママ教室、パパママ教室） ○予防接種、任意予防接種の費用助成 

●妊婦健康診査     ○食育の推進 

●乳児家庭全戸訪問事業（新生児等訪問指導） ○子どもの事故予防対策 

○乳幼児健康診査                         ○平日準夜間小児初期救急診療および休日応急診療所等運営 

○乳幼児健康相談（フリー乳健）      

●教育・保育の一体的提供 （就学前教育の充実と幼児期からの学びの連続性） 

○確かな学力の向上    ○特別支援教育の充実              

○豊かな人間性・社会性をはぐくむ教育の充実                                       

○健康な体をつくる教育の充実                                                  

○保育所での地域交流事業   ○文化のリレーの実施 

●放課後児童健全育成事業（学童クラブ）  ○少年リーダー養成研修会の実施および地域におけるリーダーの育成 

○放課後子供教室(子どもの居場所「プレディ」） ○少年少女スポーツ教室 

○児童館運営                         ○スポーツ少年団 

  ○児童館でのボランティア活動の推進   

●小学校・幼稚園の計画的な増改築の実施  ●保育施設の整備   ●地域型保育事業の導入   ◎育児休業後の保育施設等の円滑な確保 

●利用者支援に関する事業（利用者支援）    ○児童館運営（再掲） 

●時間外保育事業（延長保育事業）       ○乳幼児クラブ 

●幼稚園預かり保育      ○育児支援ヘルパー 

●放課後児童健全育成事業（学童クラブ）（再掲）   ○緊急一時保育援助事業 

○放課後子供教室(子どもの居場所「プレディ」）（再掲）   ●病児・病後児保育 

●子育て短期支援事業（子どもショートステイ）    ●多様な主体の参入促進事業 

●一時預かり保育、トワイライトステイ、ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業  ○子どもと子育て家庭の総合相談、相談員による児童館巡回相談 

●地域子育て支援拠点事業（子育て交流サロン「あかちゃん天国」） ○教育相談・子ども電話相談 
  ○親子講座（子育て講座、絵本の読み聞かせ等）の開催 

◎児童虐待防止対策     ◎ひとり親家庭の自立支援の推進  ◎障害児施策 

  ●養育支援訪問事業      ○ひとり親家庭相談・女性相談    ○子どもの発達相談・指導 

  ●要保護児童対策地域協議会        ○特別支援教育の充実（再掲） 
  ○児童虐待情報専用電話「子どもほっとライン」 

○子どもの医療費助成   ○認証保育所保育料助成  ●実費徴収に係る補足給付を行う事業 

○地域家庭教育推進協議会による家庭教育に関する学習会等の開催 

  ・子育てキャンパス  ・入園・入学準備期の学習会                ・報告・交流会 

  ・家庭教育学習会  ・父親の子育て参加促進事業（おやじの出番！） 

◎仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進  ●地域子育て支援拠点事業（子育て交流サロン「あかちゃん天国」）（再掲） 

○育児中の保護者の社会参加応援事業   ●放課後児童健全育成事業（学童クラブ）（再掲） 

○子育て支援講座     ○放課後子供教室(子どもの居場所「プレディ」）（再掲）  

○母子保健教育（プレママ教室、パパママ教室）（再掲）  ○児童館運営（再掲） 

○文化のリレーの実施（再掲）      ○乳幼児クラブ（再掲） 

○少年リーダー養成研修会の実施および     ○児童館でのボランティア活動の推進（再掲） 

地域におけるリーダーの育成（再掲）   ◎児童虐待防止対策（再掲） 

○保育所での地域交流事業（再掲）     

●ファミリー・サポート・センター事業（再掲）    

○乳幼児健康相談（フリー乳健）（再掲）     ○ひとり親家庭相談・女性相談（再掲） 

○子どもと子育て支援の総合相談、相談員による児童館巡回相談（再掲）  ○子どもの発達相談・指導（再掲） 
○教育相談・子ども電話相談（再掲） 
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７ 子ども・子育て支援新制度の概要 

（１）新制度の全体像 

新制度では、幼稚園等での幼児教育と、保育を必要とする子どもへの保育を個人の権利と

して保障するために、子どものための教育・保育給付制度が導入されます。 

幼稚園、保育所、認定こども園、家庭的保育事業などを利用した場合、その費用に関し、

公費から給付が受けられるようになります。 

また、子どものための現金給付である児童手当は、中学校に入る前までの児童に対して現

金で手当てされるものです。 

地域子ども・子育て支援事業は、子ども・子育て支援法第 59 条に定められた以下の 13 事

業であり、就労の有無に関わらず、すべての子育て家庭を対象に地域の実情に応じて実施さ

れる事業です。 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業について、区が子ども・子育て支援制度の実

施主体となり、地域のニーズに応じた量の見込み並びに提供体制の確保の内容及びその実施

時期等を盛り込んだ事業計画を作成し、計画的に教育・保育及び地域子ども子育て支援事業

を実施します。 

 

新制度における給付・事業の全体像 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※区独自事業    

 

 

 

 
子どものための教育・保育給付 

 (小学校に入る前までの子対象) 

施設型給付 
(幼稚園・保育所・認定こども園) 

地域型保育給付 
(小規模保育・家庭的保育 

・事業所内保育・居宅訪問型保育) 

 
１）利用者支援に関する事業（利用者支援）＜新規＞ 

２）時間外保育事業（延長保育事業） 

３）①放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

②放課後子供教室（「子どもの居場所」プレディ）※

４）子育て短期支援事業（子どもショートステイ） 

５）幼稚園預かり保育 

６）一時預かり保育、子育て短期支援事業（トワイライ

トステイ）、子育て援助活動支援事業（ファミリー・

サポート・センター事業) 

７）乳児家庭全戸訪問事業（新生児等訪問指導） 

８）養育支援訪問事業および要保護児童対策地域協議会

その他の者による要保護児童等に対する支援に資

する事業 

９）地域子育て支援拠点事業（子育て交流サロン「あか

ちゃん天国」） 

10）病児保育事業（病児・病後児保育事業） 

11）妊婦健康診査 

12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

13）多様な主体の参入促進事業 
 

地域子ども・子育て支援事業 子ども・子育て支援給付 

 (中学校に入る前までの子対象) 

児童手当 

子どものための現金給付 
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（２）現行制度と新制度の比較 

現在、本区にある幼稚園、認可保育所は給付対象施設として新制度に移行します。認証保

育所は東京都が独自に認証した認可外保育施設であり、新制度の給付対象とはなりません。 

また、新制度では、区が条例等で定めた基準を満たす事業者を認可する０～２歳児を対象

とする地域型保育事業が始まります。これは、区の家庭福祉員制度が家庭的保育事業として

移行するとともに、定員数が 19 人以下の小規模保育事業や居宅訪問型保育事業、事業所内

保育事業が新たに創設され、地域型保育給付の対象となるものです。 

 

  

給付対象施設（教育・保育施設）

地域型保育事業

家庭的保育事業（定員５人以下）

小規模保育事業（定員６人～１９人）

事業所内保育事業

居宅訪問型保育事業 障害・疾患などで個別のケアが必要な場合などに、保護者の自宅で１対１で保育を行う事業

事業種別 内　　　　　　　　　　　　　　容

保育者（保育ママ）がその自宅において、家庭的な雰囲気の中で少人数を対象にきめ細かやな保
育を行う事業

少人数を対象に、家庭的保育に近い雰囲気の中できめ細やかな保育を行う事業

事業所の保育施設などで、従業員の子どもだけでなく、地域の保育を必要とする子どもも一緒に保
育を行う事業(地域枠を設けることが給付対象の条件）

小学校以降の教育の基礎をつくるための幼児期の教育を行う施設

就労などのため家庭で保育できない子どもを、保護者に代わって保育する施設

幼稚園と保育園の機能をあわせ持ち、教育・保育を一体的に行う施設

内　　　　　　　　　　　容施設種別

幼稚園

保育所（定員２０人以上）

認定こども園

※ 一部の私立幼稚園や事業所内保育などは、新制度に移行しない場合があります。 



 

中央区 子ども・子育て支援事業計画 
17 

２ 
 
 

計
画
の
基
本
方
針 

（３）給付対象の施設利用にあたって 

給付制度のしくみ 

給付の対象となる教育・保育施設や地域型保育事業を利用するにあたり、子どもの年齢や

保育の必要性の有無に応じた「支給認定」を受けることが必要になります。 

利用者は保育の必要性の申請（支給認定申請）を区に対して行い（下図①）、それに基づ

いて区が認定（支給認定証交付）（下図②）を行います。 

認定を受けた利用者が、給付の対象となる施設や事業者から教育・保育の提供（下図③）

を受けたとき、区から利用児童数に応じた額を給付（下図④）される仕組みとなります。 

給付は、保護者に対する個人給付ですが、確実に教育・保育に要する費用に充てるため、

施設・事業者が保護者に代わり給付を受け取る仕組み（個人給付の法定代理受理制度）とな

ります。 

 

 

認定の３つの区分 

教育・保育給付の対象施設や事業を利用する子どもについて３つの支給認定区分が設けら

れます。 

 

※ 教育標準時間外の利用については、幼稚園預かり保育事業の対象となる。 
 

中央区

利用者

国・都

給付額相当分

交付

③教育・保育の提供

施設・事業 ⑤保育料支払

※区立施設・私立保育園の場合は区へ保育料を支払

※私立保育園の場合は、

区から委託費を支払

認定区分 認定基準 対象となる子ども
保育の必要量
に応じた区分

利用できる主な施設等

１号認定
教育標準時間
認定

満3歳以上の就学前の子ども
（２号認定を除く）

―
幼稚園
認定こども園(短時間保育）

２号認定
満３歳以上・
保育認定

満３歳以上で、保護者の就労や疾
病などの事由により、保育を必要
とする子ども

保育標準時間
または
保育短時間

保育所
認定こども園(長時間保育）

３号認定
満３歳未満・
保育認定

満３歳未満で保護者の就労や疾
病などの事由により、保育を必要
とする子ども

保育標準時間
または
保育短時間

保育所
認定こども園(長時間保育）
地域型保育事業
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保育の必要量に応じた区分 

保育を必要とする２号認定・３号認定こどもについては、保護者の就労状況などの保育を

必要とする事由に応じ、１日あたり 11 時間までの利用に対応する「保育標準時間」と、１

日あたり８時間までの「保育短時間」のいずれかに区分されます。 

また、１号認定こどもについては、１日あたり４時間程度の教育課程に係る「教育標準時

間」の利用となります。幼稚園によっては、保護者の希望により、教育標準時間を超えて預

かり保育を実施する園があります。 

 
 

 
 
 

 

 

利用申込・認定の流れ 

教育標準時間の利用となる１号認定と、保育を必要とする２･３号認定の場合の利用申込

と認定の流れは以下の通りとなります（平成 27 年４月入園希望者）。 

 

 

 

 

 

 

保育標準時間

保育短時間

＜３号認定＞

３歳未満児

保育標準時間＜２号認定＞

３歳以上児

教育標準時間

＜１号認定＞

３歳以上児

保育短時間

保育の必要あり

保育の必要なし幼稚園の
預かり保育

区分（月単位の保育の必要量に関する区分） 

 保育標準時間：両親がフルタイムで就労する場合を想定したもの 

１か月あたり平均 275 時間（212 時間超 292時間以下）、１日あたり 11 時間までの利用に対

応するもの 

保 育 短 時間：両親の両方またはいずれかがパートタイムで就労する場合を想定したもの 

１か月あたり平均 200 時間（最大 212 時間）、就労下限時間は１か月 48 時間～64 時間（中

央区は月 48 時間）１日あたり８時間までの利用に対応するもの 

教育標準時間：１日あたり４時間程度の教育課程に係る時間 

２号・３号認定の
場合
【保育所・認定子
ども園（長時間保
育）・地域型保育
事業】

１号認定の場合
【区立幼稚園・認
定子ども園（短時
間保育）】

利用申込・

認定申請

（同時に手続）

募集人員を超

えた場合は抽

選

面接・健康診断

後、入園決定

就園通知

入園後、園を通

じて区より認定

証交付（１号認

定）

利用申込・

認定申請

（同時に手続）

申請者の希望、

保育所等の状

況により、区が

利用調整

・認定証交付

（２号・３号認

定）

・利用調整結果

通知

面接・健康診断

後、入所決定
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